
議 

決 

結 
果 
一 
覧 

表
（
※
）
賛
否
が
分
か
れ
た
も
の

・
工
事
請
負
契
約
の
額
を
変
更
す
る
専
決
処
分
に
つ
い
て	

了
承

・
公
平
委
員
会
委
員
の
選
任
に
つ
い
て	

同
意

・
固
定
資
産
評
価
審
査
委
員
会
委
員
の
選
任
に
つ
い
て	

同
意

・
教
育
委
員
会
委
員
の
選
任
に
つ
い
て	

同
意

【
福
祉
産
業
委
員
会
関
係
・
１
議
案
】	

可
決

・
刈
谷
市
南
部
福
祉
セ
ン
タ
ー
条
例
の
一
部
改
正
に
つ
い
て
（
※
）

【
建
設
委
員
会
関
係
・
３
議
案
】	

す
べ
て
可
決

・
指
定
管
理
者
の
指
定
に
つ
い
て
（
岩
ケ
池
公
園
）

・	

西
三
河
都
市
計
画
事
業
刈
谷
小
垣
江
駅
東
部
土
地
区
画
整
理
事
業
施
行　
　

条
例
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

・	

西
三
河
都
市
計
画
事
業
刈
谷
半
城
土
高
須
土
地
区
画
整
理
事
業
施
行
条　
　

例
の
廃
止
に
つ
い
て

【
市
民
文
教
委
員
会
関
係
・
１
議
案
】	
可
決

・
刈
谷
市
生
涯
学
習
セ
ン
タ
ー
条
例
の
一
部
改
正
に
つ
い
て
（
※
）

【
平
成
28
年
度
決
算
関
係
・
９
議
案
】	

す
べ
て
認
定
及
び
可
決

・
一
般
会
計
歳
入
歳
出
決
算
認
定
に
つ
い
て
（
※
）

・	

刈
谷
小
垣
江
駅
東
部
土
地
区
画
整
理
事
業
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
認　
　

定
に
つ
い
て

・	

刈
谷
野
田
北
部
土
地
区
画
整
理
事
業
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
認
定
に　
　

つ
い
て

・
下
水
道
事
業
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
認
定
に
つ
い
て

・
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
認
定
に
つ
い
て
（
※
）

・
後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
認
定
に
つ
い
て
（
※
）

・
介
護
保
険
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
認
定
に
つ
い
て
（
※
）

・
水
道
事
業
会
計
未
処
分
利
益
剰
余
金
の
処
分
に
つ
い
て

・
水
道
事
業
会
計
決
算
認
定
に
つ
い
て

【
平
成
29
年
度
補
正
予
算
関
係
・
５
議
案
】	

す
べ
て
可
決

・
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
２
号
）

・
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
補
正
予
算
（
第
１
号
）

・
後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計
補
正
予
算
（
第
１
号
）（
※
）

・
介
護
保
険
特
別
会
計
補
正
予
算
（
第
１
号
）

・
下
水
道
事
業
会
計
補
正
予
算
（
第
１
号
）

【
議
長
発
議　
１
件
】	

決
定

・
議
員
の
派
遣
に
つ
い
て

【
議
員
提
出
議
案　
４
件
】	

　
す
べ
て
可
決

・	

道
路
整
備
予
算
の
確
保
及
び
道
路
整
備
に
係
る
補
助
率
等
の
嵩
上
げ
措　
　

置
の
継
続
を
求
め
る
意
見
書
（
※
）

・	

定
数
改
善
計
画
の
早
期
策
定
・
実
施
と
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
制
度
の　
　

堅
持
及
び
拡
充
を
求
め
る
意
見
書

・
国
の
私
学
助
成
の
拡
充
に
関
す
る
意
見
書																			

・
愛
知
県
の
私
学
助
成
の
拡
充
に
関
す
る
意
見
書	

平成29年11月₁日 第142号（3） かりや市議会だより （2）平成29年11月₁日第142号 かりや市議会だより

財政力指数指数

（年度）

刈谷市

県下平均

民生費
180億3,200万円
32.3%（4.2％増）

市民税など
363億1,100万円
57.7%（2.7％増）

国・県からの
支出金など
122億6,200万円
19.5%（3.5％減）

分担金・負担金など
115億8.300万円
18.4%（20.8％増）

市債（借金）給食費などの諸収入
5億5,800万円
0.9%（149.0％増）

21億9,200万円
3.5%（4.5％減）

土木費
116億2,600万円
20.8%（7.6％増）

教育費
95億7,500万円
17.1%（7.4％増）

総務費
58億8,700万円
10.6%（2.9％減）

公債費
16億円
2.9%（9.8％減）

商工費など
19億2,400万円
3.4%（4.4％減）

消防費
16億3,900万円
2.9%（1.7％減） 議会費

3億9,600万円
0.7%（6.0％減）

民生費
180億3,200万円
32.3%（4.2％増）

市民税など
363億1,100万円
57.7%（2.7％増）

国・県からの
支出金など
122億6,200万円
19.5%（3.5％減）

分担金・負担金など
115億8,300万円
18.4%（20.8％増）

市債（借金）給食費などの諸収入
5億5,800万円
0.9%（149.0％増）

21億9,200万円
3.5%（4.5％減）

土木費
116億2,600万円
20.8%（7.6％増）

教育費
95億7,500万円
17.1%（7.4％増）

総務費
58億8,700万円
10.6%（2.9％減）

衛生費
51億9,800万円
9.3%（7.4％増）

衛生費
51億9,800万円
9.3%（7.4％増）

公債費
16億円
2.9%（9.8％減）

商工費など
19億2,400万円
3.4%（4.4％減）

消防費
16億3,900万円
2.9%（1.7％減） 議会費

3億9,600万円
0.7%（6.0％減）

歳 出
558億7,700万円

歳 入
629億600万円

１.31

◆地域住民・地元企業・商店街などと意見交換
し、今後のまちづくりの方向性を示す「まちな
かマネジメント構想」を策定。
◆公共施設連絡バスロケーションシステムによ
り、バスの運行情報を迅速に発信する環境を整
備。

◆市が企業ＯＢを中小企業コンシェルジュとして
雇用し、市内企業が抱える課題調査と課題解決
に向けた支援方法を確立。
◆衣浦定住自立圏域の観光情報を集約した「るる
ぶきぬうら」を作成し、圏域の観光情報を広く
ＰＲ。

◆刈谷市に関心を持っていただいたふるさと納税
者へ特産品等の返礼品の進呈を開始し、本市の
魅力を発信。

◆マイナンバーカードを利用してコンビニで住民
票などの証明書を交付することにより、市民の
利便性が向上。

一般会計の内訳 （前決算年度対比） 各会計別の決算額

平成２８年度に取り組んだ主な事業

バスの走行位置などをリアルタイムで

住宅用自動消火設備で安全を確保 楽しく健康づくりを（チャレンジシート）

刈谷市のほか
知立市
高浜市
東浦町の

魅力が満載！

より身近で便利に証明書を取得

都市環境分野・・・
都市と自然が織りなす住みよいまちづくり

計画推進分野・・・
市民と行政の信頼と協働で築くまちづくり

◆老朽化した校舎を大規模に改修し、校舎の機能
回復と児童の教育環境を改善（日高小学校・小
垣江小学校）。
◆放課後子ども教室を開設し、学校・家庭・地域
の連携により子どもたちが心豊かで健やかに育
つ環境づくりを推進。

教育文化分野・・・
生きる力を育み生きる喜びを実感できるまちづくり

福祉安全分野・・・
支えあいみんなが元気で安心して暮らせるまちづくり
◆妊娠期から子育て期にわたる様々なニーズに対
し、安心して子育てができる切れ目のない総合
的な相談支援を実施。
◆住宅用自動消火設備の設置費用を助成すること
により、設置を促し、重度障害者や寝たきり高
齢者の安全を確保。

◆老朽化した富士松北保育園を改築し、保育環境
の改善や定員を増やして待機児童対策を推進。

◆かりや健康マイレージチャレンジシートを作成
し、若い世代からの健康意識の向上や自主的な
健康づくりを応援。

産業振興分野・・・
人と技術で賑わいを創り笑顔で働き続けられるまちづくり

〈国・県からの支出金などの内訳〉国庫支出金、県支
出金、地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株
式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、自動車取
得税交付金、地方特例交付金、地方交付税、交通安全
対策特別交付金
〈分担金・負担金などの内訳〉分担金及び負担金、使
用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金

〈商工費などの内訳〉
商工費、農林水産業費、労働費、災害復旧費、諸支出
金、予備費
（注）	それぞれの数字は四捨五入してそろえたため、

総額や割合に一致していない場合があります。
放課後の安心・安全な居場所づくりを

決
算
審
査
特
別
委
員
会

審
査
の
あ
ら
ま
し

　

本
会
議
で
の
説
明
後
、

全
議
員
で
構
成
す
る
決

算
審
査
特
別
委
員
会
を

設
置
し
ま
し
た
。

　

さ
ら
に
、
企
画
総
務
、

福
祉
産
業
、
建
設
、
市

民
文
教
の
４
分
科
会
を

設
置
し
ま
し
た
。
分
科

会
で
は
代
表
監
査
委
員

の
出
席
の
も
と
、
審
査

が
行
わ
れ
ま
し
た
。

　

26
日
の
決
算
審
査
特

別
委
員
会
で
は
、
分
科

会
で
の
審
査
結
果
を
踏

ま
え
、
採
決
を
行
い
ま
し
た
。

　

一
般
会
計
、
国
民
健
康
保
険
特
別

会
計
、
後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計
、

介
護
保
険
特
別
会
計
に
つ
い
て
、
国

の
農
業
政
策
に
流
さ
れ
て
い
る
こ
と
、

生
活
保
護
の
住
宅
扶
助
費
が
下
が
っ
た

こ
と
、
お
が
き
え
・
あ
お
ば
両
保
育

園
に
指
定
管
理
者
制
度
を
導
入
し
て

い
る
こ
と
、
国
民
健
康
保
険
税
が
高

す
ぎ
る
こ
と
、
後
期
高
齢
者
医
療
は

年
齢
で
医
療
保
険
を
分
断
す
る
制
度

で
あ
る
こ
と
、
介
護
保
険
料
が
高
く

な
る
こ
と
な
ど
の
理
由
か
ら
反
対
と

主
な
質
疑
項
目

の
意
見
が
あ
り
ま
し
た
が
、
起
立
採

決
し
ま
し
た
結
果
、
賛
成
多
数
に
よ

り
、
原
案
の
と
お
り
認
定
す
る
こ
と

に
決
定
し
ま
し
た
。

　

そ
の
ほ
か
の
決
算
議
案
に
つ
い
て

は
、
反
対
意
見
は
な
く
原
案
の
と
お

り
認
定
及
び
可
決
し
ま
し
た
。

＝
一
般
会
計
・
特
別
会
計
＝

　

平
成
28
年
度
の
財
政
状
況
を
財
政
指
標

で
み
る
と
、
財
政
力
指
数
は
０
．
10
ポ
イ

ン
ト
低
下
し
、
１
．
31
、
財
政
構
造
の
弾

力
性
を
示
す
経
常
収
支
比
率
は
１
．
０
ポ

イ
ン
ト
低
下
し
、
74
．
８
％
、
実
質
公
債

費
比
率
は
０
．８
ポ
イ
ン
ト
低
下
し
、
△
１
．

５
％
と
な
っ
て
い
る
。
こ
の
３
つ
の
指
標
は
、

財
政
運
営
上
に
お
い
て
、
い
ず
れ
も
良
好

な
水
準
に
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
。

　

今
後
の
財
政
状
況
に
お
い
て
、
歳
入
に
つ
い
て
は
、
消
費
税
率
の
引
き
上
げ
の
再

延
長
に
伴
い
、
法
人
市
民
税
の
一
部
国
税
化
の
割
合
が
拡
大
さ
れ
な
か
っ
た
も
の
の
、

円
高
の
影
響
に
よ
り
、
企
業
業
績
の
悪
化
が
懸
念
さ
れ
、
歳
入
の
根
幹
を
な
す
市

税
収
入
は
減
少
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。
さ
ら
に
、
イ
ギ
リ
ス
の
Ｅ
Ｕ
離
脱
に
よ

る
自
動
車
関
連
産
業
へ
の
影
響
、
ま
た
、
今
後
の
法
人
実
効
税
率
の
引
き
下
げ
等

も
懸
念
さ
れ
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

　

こ
の
よ
う
に
、
歳
入
に
お
い
て
は
、
不
透
明
な
要
因
が
あ
る
中
、
歳
出
に
お
い
て

は
、
市
民
の
安
心
、
安
全
に
関
す
る
経
費
、
次
代
を
担
う
子
ど
も
の
教
育
に
関
す

る
経
費
、
住
環
境
、
都
市
基
盤
整
備
に
関
す
る
経
費
な
ど
、
よ
り
よ
い
ま
ち
づ
く

り
に
不
可
欠
な
経
費
が
増
加
し
て
い
る
。
そ
の
た
め
、
事
業
の
予
算
化
及
び
実
施
に

当
た
っ
て
は
、
情
報
収
集
、
分
析
能
力
を
高
め
、
事
業
の
必
要
性
を
十
分
に
検
討

し
た
上
で
、
計
画
的
、
効
率
的
か
つ
効
果
的
な
行
政
経
営
に
努
め
、
今
後
も
健
全

財
政
を
維
持
し
て
い
た
だ
き
た
い
。

　

多
く
の
自
治
体
で
は
、
人
口
減
少
が
顕
著
に
な
り
つ
つ
あ
る
中
、
本
市
に
お
い
て

は
、
平
成
28
年
７
月
に
総
人
口
が
15
万
人
に
達
し
、
そ
の
後
も
増
加
傾
向
で
推
移

し
て
い
る
。
今
後
も
「
若
い
世
代
が
生
涯
の
居
住
地
と
し
て
選
択
し
、
将
来
に
明
る

い
希
望
を
抱
く
こ
と
が
で
き
る
ま
ち
」
の
実
現
に
向
け
て
、
刈
谷
市
の
魅
力
を
効
果

的
に
発
信
し
、
人
を
呼
び
込
む
個
性
豊
か
で
魅
力
的
な
施
策
の
展
開
に
努
め
て
い

た
だ
き
た
い
。
こ
の
ま
ち
に
住
み
た
い
、
住
み
続
け
た
い
、
住
ん
で
良
か
っ
た
と
感

じ
て
い
た
だ
き
、
市
民
の
皆
さ
ん
が
「
元
気
で
幸
せ
」
を
実
感
で
き
る
ま
ち
を
目
指

し
、
将
来
都
市
像
で
あ
る
「
人
が
輝
く
安
心
快
適
な
産
業
文
化
都
市
」
の
実
現
に

向
け
て
自
立
性
を
充
分
に
発
揮
し
、
本
市
が
よ
り
一
層
発
展
す
る
こ
と
を
期
待
す
る
。

＝
水
道
事
業
会
計
＝

　

平
成
28
年
度
の
純
利
益
は
２
億
８
，
４
９
０
万
５
千
円
で
あ
り
、
こ
れ
ま
で
の
企

業
活
動
に
よ
っ
て
蓄
積
さ
れ
た
利
益
剰
余
金
は
21
億
５
，
６
７
２
万
円
と
な
っ
た
。

　

貸
借
対
照
表
か
ら
主
要
な
経
営
指
標
を
み
る
と
、
資
本
構
成
比
率
の
う
ち
財
務

状
態
の
安
全
性
を
示
す
自
己
資
本
構
成
比
率
は
88
．
０
％
で
引
き
続
き
良
好
な
水

準
に
あ
る
。
ま
た
、
短
期
債
務
に
対
す
る
支
払
能
力
を
示
す
流
動
比
率
は
、
５
２
６
．

８
％
で
、
理
想
比
率
と
さ
れ
る
２
０
０
％
以
上
で
あ
り
、
固
定
資
産
が
自
己
資
本
に

よ
り
ど
の
程
度
ま
か
な
わ
れ
て
い
る
か
を
み
る
固
定
比
率
に
つ
い
て
も
、
86
．
９
％

と
、
望
ま
し
い
と
さ
れ
る
１
０
０
％
以
下
で
あ
る
。
こ
の
３
つ
の
指
標
は
、
良
好
に

推
移
し
て
お
り
、
健
全
経
営
が
確
保
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
示
し
て
い
る
。

　

災
害
対
策
の
重
要
性
も
一
段
と
増
し
て
い
る
中
で
、
基
幹
管
路
の
耐
震
化
な
ど
の

早
期
推
進
も
切
望
さ
れ
て
お
り
、
今
後
は
、
施
設
等
の
維
持
管
理
に
係
る
経
費
の

増
大
が
見
込
ま
れ
る
。
一
方
で
節
水
型
社
会
の
進
展
に
伴
い
、
料
金
収
入
に
つ
い
て
、

大
幅
な
増
加
は
見
込
め
な
い
こ
と
か
ら
、
事
業
運
営
に
お
い
て
、
さ
ら
な
る
効
率
性

が
求
め
ら
れ
る
。

　

市
民
生
活
を
支
え
る
重
要
な
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
の
ひ
と
つ
で
あ
る
水
道
事
業
に
お
い

て
、
引
き
続
き
健
全
な
経
営
の
維
持
に
努
め
ら
れ
、
安
心
で
安
全
な
お
い
し
い
水
が

将
来
に
わ
た
り
安
定
し
て
供
給
さ
れ
る
こ
と
を
望
む
。

■
企
画
総
務
分
科
会

　

シ
テ
ィ
セ
ー
ル
ス
の
調
査
研
究
の

概
要
、
職
員
の
健
康
診
断
の
受
診
状

況
、
ふ
る
さ
と
納
税
の
評
価
、
街
頭

防
犯
カ
メ
ラ
の
設
置
状
況
、
防
災
ラ

ジ
オ
の
販
売
促
進
、
ビ
デ
オ
広
報
か

り
や
の
周
知
状
況

■
福
祉
産
業
分
科
会

　

環
境
支
援
員
育
成
事
業
の
概
要
、

県
営
防
災
ダ
ム
事
業
の
今
後
の
予
定
、

が
ん
検
診
の
受
診
率
低
下
の
理
由
、

げ
ん
き
応
援
事
業
利
用
実
績
、
人
間

ド
ッ
ク
及
び
脳
ド
ッ
ク
の
費
用
助
成

の
概
要

■
建
設
分
科
会

　

市
道
01

−

３
号
線
他
道
路
新
設
改

良
事
業
の
概
要
、
都
市
交
通
施
設
整

備
基
金
の
意
義
、
公
園
管
理
シ
ス
テ

ム
の
導
入
効
果
、
空
家
等
実
態
把
握

調
査
の
概
要
、
橋
り
ょ
う
長
寿
命
化

整
備
事
業
の
概
要

■
市
民
文
教
分
科
会

　

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
リ
ー
ダ
ー
の
効

果
、
チ
ビ
ッ
コ
甲
冑
製
作
事
業
の
概

要
、
東
吉
野
村
文
化
交
流
事
業
の
概

要
、
子
ど
も
相
談
セ
ン
タ
ー
へ
の
主

な
相
談
内
容
、
総
合
文
化
セ
ン
タ
ー

の
利
用
者
満
足
度

主
な
議
案
９
月定例

会

代表監査委員による意見陳述

 平成 28 年度決算を認定
　一般会計で歳入が歳出を７０億円上回る

会計名 歳　入
（前決算年度対比）

歳　出
（前決算年度対比）

形式収支
（歳入歳出差引額）

一般会計 629億 600 万円
（＋ 4.6％）

558 億 7,700 万円
（＋ 3.8％） 70 億 2,900 万円

特別会計 291 億 8,800 万円
（▲ 1.8％）

261 億万円
（▲ 2.3％） 30 億 8,800 万円

刈谷小垣江駅東部
土地区画整理事業

４億 1,600 万円
（＋ 14.1％）

２億 8,900 万円
（＋ 33.9％） １億 2,700 万円

刈谷野田北部
土地区画整理事業

2億 1,600 万円
（＋ 35.3％）

2,900 万円
（＋ 43.2％） １億 8,700 万円

下水道事業 54億 7,800 万円
（▲ 14.3％）

44 億 8,500 万円
（▲ 15.6％） ９億 9,300 万円

国民健康保険 140億 7,400 万円
（▲ 1.5％）

126 億 8,700 万円
（▲ 1.9％） 13 億 8,700 万円

後期高齢者医療 15億 5,100 万円
（＋ 8.7％）

15 億 4,500 万円
（＋ 8.6％） 600 万円

介護保険 74億 5,300 万円
（＋ 5.1％）

70 億 6,500 万円
（＋ 3.8％） ３億 8,800 万円

会計名 収　入
（前決算年度対比）

支　出
（前決算年度対比）

水道事業会計

収益的 29億 500 万円
（＋ 0.8％）

25 億 5,300 万円
（▲ 1.8％）

資本的 ５億 700 万円
（＋ 8.6％）

12 億 7,400 万円
（＋ 9.8％）

財政力指数指数

（年度）

刈谷市

県下平均

民生費
180億3,200万円
32.3%（4.2％増）

市民税など
363億1,100万円
57.7%（2.7％増）

国・県からの
支出金など
122億6,200万円
19.5%（3.5％減）

分担金・負担金など
115億8.300万円
18.4%（20.8％増）

市債（借金）給食費などの諸収入
5億5,800万円
0.9%（149.0％増）

21億9,200万円
3.5%（4.5％減）

土木費
116億2,600万円
20.8%（7.6％増）

教育費
95億7,500万円
17.1%（7.4％増）

総務費
58億8,700万円
10.6%（2.9％減）

公債費
16億円
2.9%（9.8％減）

商工費など
19億2,400万円
3.4%（4.4％減）

消防費
16億3,900万円
2.9%（1.7％減） 議会費

3億9,600万円
0.7%（6.0％減）

民生費
180億3,200万円
32.3%（4.2％増）

市民税など
363億1,100万円
57.7%（2.7％増）

国・県からの
支出金など
122億6,200万円
19.5%（3.5％減）

分担金・負担金など
115億8,300万円
18.4%（20.8％増）

市債（借金）給食費などの諸収入
5億5,800万円
0.9%（149.0％増）

21億9,200万円
3.5%（4.5％減）

土木費
116億2,600万円
20.8%（7.6％増）

教育費
95億7,500万円
17.1%（7.4％増）

総務費
58億8,700万円
10.6%（2.9％減）

衛生費
51億9,800万円
9.3%（7.4％増）

衛生費
51億9,800万円
9.3%（7.4％増）

公債費
16億円
2.9%（9.8％減）

商工費など
19億2,400万円
3.4%（4.4％減）

消防費
16億3,900万円
2.9%（1.7％減） 議会費

3億9,600万円
0.7%（6.0％減）

歳 出
558億7,700万円

歳 入
629億600万円

１.31

※財政力指数
　自治体の財政の強弱を測る方法
　“１”を超えるほど財政が健全である

監
査
委
員
の
意
見
〔
要
旨
〕

■
公
平
委
員
会
委
員
の
選
任
に
つ
い
て

　

平
成
29
年
９
月
30
日
で
任
期
満
了
と
な
る
の
で
、
再
び
選
任

す
る
こ
と
に
同
意
し
ま
し
た
。
（
任
期
は
４
年
）

公平委員会とは…地方公共団体職員の利益の保護と公正
な人事権の行使を保障するために置かれる機関です。

固定資産評価審査委員会とは…固定資産課税台帳に登録
された事項に関する不服申し立てについて、審査決
定をする機関です。

教育委員会とは…学校の設置及び管理に関することや、
教員の人事についてなど、教育行政を処理するため
に置かれる機関です。

■
固
定
資
産
評
価
審
査
委
員
会
委
員
の
選
任
に
つ
い
て

　

平
成
29
年
９
月
30
日
で
任
期
満
了
と
な
る
の
で
、
再
び
選
任

す
る
こ
と
に
同
意
し
ま
し
た
。
（
任
期
は
３
年
）

■
教
育
委
員
会
委
員
の
選
任
に
つ
い
て

　

平
成
29
年
９
月
30
日
で
任
期
満
了
と
な
る
の
で
、
選
任
す
る

こ
と
に
同
意
し
ま
し
た
。
（
任
期
は
４
年
）

杉す
ぎ
う
ら浦

　
渉わ

た
る

　
氏

塚つ
か
も
と本

　
裕ゆ

う
ぞ
う三

　
氏

石い
し
だ田

　
芳よ

し
か加

　
氏

（
２
期
目
）

小
垣
江
町

（
３
期
目
）

今
川
町

（
１
期
目
）

御
幸
町

一般会計・特別会計の決算額

企業会計の決算額

　
今
回
は
、
平
成
28
年
度
決
算
の
認
定
と
刈
谷
市
南
部
福
祉
セ
ン
タ
ー
条

例
の
一
部
改
正
に
つ
い
て
な
ど
で
す
。

　
質
疑
に
つ
い
て
は
、
主
な
も
の
を
中
心
に
、
要
約
し
て
掲
載
し
ま
す
。


